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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＮｂまたはＮｂ基合金からなる管状体中に、Ｔａ，ＮｂおよびＴｉの少なくとも１種の
金属と、Ｓｎと、Ｃｕとを成分として含む合金粉末、金属間化合物粉末または混合粉末を
充填し、この管状体の１本または複数本を安定化銅母材中に配置した複合部材を、伸線加
工および熱処理することによって、前記管状体の内面にＮｂ3Ｓｎ相を形成するＮｂ3Ｓｎ
超電導線材の製造方法において、前記管状体の外周部に、Ｔａ，Ｔｉ，Ｗ，ＭｏおよびＶ
よりなる群から選択される１種または２種以上の金属または合金からなる中間層を配置す
ると共に、伸線加工前における中間層の厚みをｔ、管状体の厚みをＴとしたとき、これら
が下記（１）式を満足するものであることを特徴とするＮｂ3Ｓｎ超電導線材の製造方法
。
　０．０５≦ｔ／Ｔ≦０．５　　　　　…（１）
【請求項２】
　前記安定化銅母材と中間層の間に、両者の密着性を高める金属からなるバッファー層を
介在させる請求項１に記載の製造方法。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の方法によって製造されたものであるＮｂ3Ｓｎ超電導線材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、チューブ法や粉末法によって製造されるＮｂ3Ｓｎ超電導線材およびその製
造方法に関するものであり、特に核磁気共鳴（ＮＭＲ）分析装置、ＭＲＩ診断装置、核融
合炉、加速器等に用いられる超電導マグネットの構成素材として有用なＮｂ3Ｓｎ超電導
線材およびこうした超電導線材を製造するための方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　超電導物質によって実現される永久電流現象を利用し、電力を消費せずに大電流を流し
、超電導線材をコイル状にして磁場を発生させる超電導マグネットは、上記各種用途に適
用されている。そして上記の様な超電導マグネットの構成素材としては、従来からＮｂ3

Ｓｎ超電導線材が代表的なものとして使用されている。
【０００３】
　上記のようなＮｂ3Ｓｎ超電導線材を製造する方法は、これまで様々提案されているが
、最も代表的な方法としては、いわゆるブロンズ法と呼ばれる複合加工法である。このブ
ロンズ法では、Ｃｕ－Ｓｎ基合金（ブロンズ）マトリックス中に複数のＮｂ基合金芯材を
埋設し、伸線加工することによって上記Ｎｂ基合金芯材をフィラメントとなし、このフィ
ラメントを複数本束ねて線材群とし、この線材群を安定化のための銅（安定化銅）に埋設
して伸線加工する。そして得られた線材を６００～８００℃で熱処理（拡散熱処理）する
ことにより、Ｎｂ基合金フィラメントとマトリックスとの界面にＮｂ3Ｓｎ化合物相を生
成する方法である。しかしながら、この方法では、ブロンズ中に固溶できるＳｎ濃度には
限界があり（Ｓｎ含有量で１５．８質量％）、生成されるＮｂ3Ｓｎ相の厚さを現状より
更に厚くしてより高い磁場を実現することは困難な状況下にある。
【０００４】
　Ｎｂ3Ｓｎ超電導線材を製造する方法としては、上記ブロンズ法の他に、チューブ法や
粉末法も知られている。このうちチューブ法では、ＮｂまたはＮｂ基合金からなる管状体
内にＳｎまたはＳｎ基合金からなる棒状部材を挿入すると共に、この管状体の１本または
複数本を安定化銅内に配置して複合部材を構成し、これを伸線加工および熱処理すること
によって、前記管状体（チューブ）の内面にＮｂ3Ｓｎ相を形成するものである。
【０００５】
　このチューブ法では、Ｓｎ量に制約がないのでＳｎ量をできるだけ多くすることができ
、生成されるＮｂ3Ｓｎ相も比較的厚くできるので、超電導特性を更に向上できることが
期待できる。また、この方法によって得られる線材では、非超電導部分をできるだけ少な
くすることができ、超電導部分の面積率を高くすることができるので、線材面積当たりの
電流密度（臨界電流密度）を非常に高いものとすることができるという有用性がある。
【０００６】
　一方、粉末法は、高い臨界電流密度を実現できる方法として知られている。この粉末法
における一つの手法として、ＮｂとＳｎの中間化合物粉末を芯材（コア粉末）としてＮｂ
またはＮｂ基合金製の管状体内に充填すると共に、この管状体を安定化銅内に配置して複
合部材とし、これを伸線加工および熱処理を行なうことにより、芯材と管状体の界面にＮ
ｂ3Ｓｎ相を生成する、いわゆるＥＣＮ法が知られている（例えば、非特許文献１参照）
。
【０００７】
　また、新しい粉末法として、ＴａとＳｎを高温で溶融拡散反応させそれを粉砕して作製
したＴａ－Ｓｎ合金粉末を芯材とし、これをＮｂまたはＮｂ基合金製の管体内に充填し、
更にこれを安定化銅内に配置して細径化した後、熱処理することによって、粉末中のＳｎ
と管状体中のＮｂとを反応させてＮｂ3Ｓｎ相を形成する方法（溶融拡散法）も知られて
いる。この方法では、Ｓｎ量の制限がなく、上記ブロンズ法およびＥＣＮ法よりも厚いＮ
ｂ3Ｓｎ相が生成可能であるため、高磁場特性が優れた超電導線材が得られることが示さ
れている(例えば、特許文献１参照)。
【０００８】
　上記のようにチューブ法、ＥＣＮ法および溶融拡散法では、図１に示すようにＮｂまた
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はＮｂ基合金からなる管状体１内に、Ｓｎを含む金属若しくは合金、或は粉末を芯材２と
して挿入若しくは充填すると共に、前記管状体１を安定化銅３内に配置して伸線加工およ
び熱処理することによって、前記芯材から管状体１へのＳｎの供給を確保し、この管状体
１の内面にＮｂ3Ｓｎ相を生成させる方法であり、これによって高磁場電流密度の超電導
線材を実現するものである。尚、安定化銅１は、Ｎｂ3Ｓｎ超電導線材の安定化材として
配置されるものであり、例えば無酸素銅からなるものである。また、管状体１の素材とし
ては、純Ｎｂの他、０．５～１０質量％程度のＴａ，Ｔｉ，Ｈｆ，Ｚｒ等を含むＮｂ基合
金が用いられている。
【非特許文献１】W.L.Neijmeijer他、J.Less-common Metals,vol.160(1990)p.161
【特許文献１】特開平１１－２５０７４９号公報　特許請求の範囲等
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記チューブ法、ＥＣＮ法および溶融拡散法では、従来からのブロンズ法に比べて高い
臨界電流密度が達成されているのであるが、これらの方法を実施するための構成素材は、
Ｃｕ（安定化銅）、ＮｂまたはＮｂ基合金（管状体）、ＳｎまたはＳｎ基合金（棒状部材
）、更にはＳｎを主成分として含む粉末（コア粉末）等が使用されており、これらの素材
は変形抵抗差が非常に大きなものとなる。従って、これらの素材から構成される複合部材
では、均一加工が非常に困難であり、加工途中で管状体が破れたり、線材の断線が生じた
りすることがある。
【００１０】
　断線に至らずに線材が得られたとしても、管状体の厚みが均一でなく非常に薄くなった
り、管状体の一部に亀裂が生じたりすることもある。このような状態で、Ｎｂ3Ｓｎ相生
成のための熱処理を施すと、芯材中のＳｎの拡散によって管状体の厚さよりも厚いＮｂ3

Ｓｎ相が生成されてしまい、そこからＳｎが安定化銅に直接拡散して安定化銅が汚染され
てしまうことになる。その結果、線材の熱的、電磁気的な安定化性が損なわれてしまうと
いう問題がある。
【００１１】
　また、均一加工ができた場合であっても、熱処理によって生成されるＮｂ3Ｓｎ相を厚
くし過ぎて、管状体の厚みを超えてしまうと、Ｓｎが安定化銅を汚染してしまうことがあ
った。
【００１２】
　こうした事態を回避するために、従来では、管状体の厚みをできるだけ厚くして複合部
材を構成するのが一般的に行なわれている。こうした構成を採用すれば、上記の様な安定
化銅の汚染は回避できるのであるが、線材断面内での非超電導部分の割合が増加してしま
い、線材の臨界電流密度を低下させてしまうことになる。また、管状体内部に配置する芯
材として粉末を充填した場合には、この粉末充填部分には空隙ができることもあり、これ
が線材の強度を低下させることもある。
【００１３】
　本発明はこうした従来技術における課題を解決する為になされたものであって、その目
的は、構成素材の変形抵抗の違いに起因する割れや断線を防止し、超電導マグネットの素
材としての良好な超電導特性を発揮し、強度的にも十分なＮｂ3Ｓｎ超電導線材、および
そのような超電導線材を製造するための有用な方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決することのできた本発明方法とは、ＮｂまたはＮｂ基合金からなる管状
体中に、Ｔａ，ＮｂおよびＴｉの少なくとも１種の金属と、Ｓｎと、Ｃｕとを成分として
含む合金粉末、金属間化合物粉末または混合粉末を充填し、この管状体の１本または複数
本を安定化銅母材中に配置した複合部材を、伸線加工および熱処理することによって、前
記管状体の内面にＮｂ3Ｓｎ相を形成するＮｂ3Ｓｎ超電導線材の製造方法において、前記
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管状体の外周部に、Ｔａ，Ｔｉ，Ｗ，ＭｏおよびＶよりなる群から選択される１種または
２種以上の金属または合金からなる中間層を配置すると共に、伸線加工前における中間層
の厚みをｔ、管状体の厚みをＴとしたとき、これらが下記（１）式を満足するものである
点に要旨を有するものである。
【００１５】
　０．０５≦ｔ／Ｔ≦０．５　　　　　…（１）
【００１６】
　また前記安定化銅母材と中間層の間に、両者の密着性を高める金属からなるバッファー
層を介在させることも有用であり、こうした構成を採用することによって、安定化銅母材
による安定化効果をより向上させると共に、中間層を配置することによる効果をより確実
なものとすることができる。
【００１７】
　上記方法によって、製造された超電導線材は、本発明の目的に適う特性を発揮するもの
となる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明は以上の様に構成されており、構成素材の変形抵抗の違いに起因する割れや断線
を防止し、超電導マグネットの素材としての良好な超電導特性を発揮し、強度的にも十分
なＮｂ3Ｓｎ超電導線材が実現できた。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　本発明者らは、上記目的を達成する為に様々な角度から検討した。その結果、管状体の
外周部に、Ｔａ，Ｔｉ，Ｗ，ＭｏおよびＶよりなる群から選択される１種または２種以上
の金属または合金からなる中間層を配置する構成とすれば、上記目的が見事に達成される
ことを見出し、本発明を完成した。本発明の構成を図面に基づいて、更に詳細に説明する
。
【００２０】
　図２は本発明を実施するために構成される複合部材の一構成例を示す断面図であり、そ
の基本的な構成は前記図１と類似し、対応する部分には同一参照符号を付してある。図２
に示した本発明の構成では、管状部１の外周部に、中間層４が形成されることになる。こ
の中間層４は、Ｔａ，Ｔｉ，Ｗ，ＭｏおよびＶよりなる群から選択される１種または２種
以上の金属または合金からなるものである。
【００２１】
　こうした金属からなる中間層４は、ＮｂまたはＮｂ基合金からなる管状体１よりも機械
的強度が優れたものになって、伸線途中での加工性を向上させ、均一な加工を容易にでき
ることになる。また、仮に伸線加工時に、管状体１が破損することがあっても、その外周
に中間層４が存在することによって、それ以上の破壊の進行を防止することができる。し
かも、この中間層４を配置することによって、反応後の線材の強度も高めることができる
ことになる。
【００２２】
　中間層４として用いる成分のうち、特に好ましいのはＴａであり、このＴａはそれ自体
の抵抗値も低く、また安定化材としての機能も発揮することになる。またＴａはＳｎ成分
と反応することがないので、仮に管状体１の全てが反応したとしても、Ｓｎによる安定化
銅の汚染を防止することができる。
【００２３】
　また、中間層４は上記のような作用を発揮するので、中間層４と安定化銅（安定化銅母
材）３を合計した厚さを、従来の安定化銅３だけの厚さよりも薄くすることができるので
、それだけ非超電導部分の割合を少なくすることができる。尚、中間層４は最終的に管状
となればよく、例えば薄肉のシート状部材を重ね巻きしたり（後記実施例参照）、またそ
れらを溶接することによって管状にしたものを採用できる。
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【００２４】
　図２に示した複合部材に対して伸線加工および拡散熱処理を行なうことによって希望す
る特性を発揮する超電導線材が得られるのであるが、複合部材における管状体１の数は１
本に限らず、例えば、７本若しくはそれ以上で構成して多芯化することもできる。こうし
た多芯化に際しては、（１）図２に示した複合部材を伸線加工してから束ねて安定化銅３
（例えば銅チューブ）内に配置し、或は（２）中間層までを形成した（即ち、図２に示し
た安定化銅３を成形せず）管状体を伸線加工してから束ねて安定化銅内に配置し、その後
更に伸線加工および拡散熱処理を行なえばよい。
【００２５】
　本発明の線材（複合部材）においては、中間層４の厚みをｔ、管状体１の厚みをＴとし
たとき（いずれも伸線加工前）、これらが上記（１）式を満足するものであることが好ま
しい。ｔ／Ｔが０．０５未満になると、中間層４の線材全体に対する強度への貢献度が少
なくなって、目的とする効果が有効に発揮されない。また、ｔ／Ｔが０．５を超えると、
非超電導部分が多くなり過ぎて、超電導線材における臨界電流密度が低下してしまうこと
になる。
【００２６】
　ところで、前記中間層４を構成する金属のうち、Ｔａ，ＷおよびＭｏは、ＮｂまたはＮ
ｂ基合金からなる管状体１よりも安定化銅３との密着性に劣り、銅による安定化効果を減
少させることがある。こうした不都合を回避する手段として、例えば図３（基本的な構成
は前記図２に同じ）に示すように、安定化銅３と中間層４の間に、両者の密着性を高める
金属からなるバッファー層５を介在させることも有用である。このバッファー層５は、加
工工程或はＮｂ3Ｓｎ層を生成する熱処理において安定化銅および中間層４と反応して両
者の密着性を向上させる。その結果として、安定化銅３による安定化効果をより向上させ
ると共に、中間層４を配置させることによる効果をより確実なものとすることができる。
【００２７】
　こうしたバッファー層５を構成する金属としては、ＲｈやＮｉ等が挙げられる。またバ
ッファー層５よる上記効果を発揮させるためには、伸線加工前の厚さが１μｍ以上である
ことが好ましいが、厚過ぎると被覆に長時間を要するので、１０μｍ程度までとするのが
良い。
【００２８】
　こうしたバッファー層５を安定化銅３と中間層４の間に介在させる構成としては、例え
ば図３に示したような単芯線の場合には、安定化銅３の内面または中間層４の外周面に、
電気めっきや蒸着法によってバッファー層５を形成すればよいが、多芯線の場合には、安
定化銅３の内面にバッファー層５を形成すれば良い。
【００２９】
　尚、前記図２に示した構成において、芯材としては、ＳｎまたはＳｎ基合金からなる棒
状部材、或はＳｎを主成分として含む合金粉末、金属間化合物粉末または混合粉末のいず
れも採用できるが、このうち棒状部材として用いるＳｎ基合金としては、Ｓｎ含有量が８
０質量％以上のＳｎ基合金であることが好ましい。このＳｎ含有量が８０質量％未満とな
ると、Ｓｎ量が少ないために生成されるＮｂ3Ｓｎの結晶性が悪くなって臨界電流密度（
Ｊｃ）が低下する。また、こうしたＳｎ合金において、含まれることのある他の成分とし
ては、Ｔｉ，Ｔａ，Ｈｆ，Ｚｒ等が挙げられる。
【００３０】
　一方、芯材として用いる粉末（コア粉末）としては、従来から用いられているＮｂ－Ｓ
ｎ金属間化合物粉末（ＥＣＮ法）や、Ｔａ－Ｓｎ合金粉末（溶融拡散法）を用いることが
できるが、Ｔａ，ＮｂおよびＴｉのうちの少なくとも１種の金属とＳｎとを成分として含
むものであれば、その形態が合金粉末、金属間化合粉末または混合粉末のいずれでも用い
ることができる。この粉末中に含まれる成分のうち主成分となるＳｎは、周囲に配置され
るＮｂやＮｂ基合金（管状体１）と反応してＮｂ3Ｓｎ相を形成することになるが、Ｔａ
，ＮｂおよびＴｉ等の成分は、Ｎｂ3Ｓｎ相の形成を促進し、或はそれ自体がＳｎと反応
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して、超電導体となるという作用を発揮する。
【００３１】
　こうしたコア粉末中のＳｎ成分の含有量は、１０～９８質量％程度であることが好まし
く、Ｓｎ含有量が１０質量％未満なるとＮｂ3Ｓｎ相が薄くなり、超電導特性が劣化し、
９８質量％を超えると相対的に添加元素が少なくあり、Ｎｂ3Ｓｎの特性が劣化する。ま
たこのコア粉末には、必要によって０．５～２０質量％程度のＣｕ成分を含有させること
も有効である。このＣｕ成分は、拡散熱処理温度を低減する作用を発揮する。即ち、従来
の粉末法における最適反応温度（拡散熱処理温度）は、９００～９２５℃であるが、９０
０℃以上で熱処理するとＮｂ3Ｓｎ相の結晶粒が大きくなり過ぎて、超電導特性が劣化す
ることがあるが、コア粉末中にＣｕ成分を含有させることによって、最適熱処理温度を下
げることができ、その結果、結晶粒が微細化され、Ｎｂ3Ｓｎ超電導線材における高特性
が実現できる。
【００３２】
　以下、本発明を実施例によって更に詳細に説明するが、下記実施例は本発明を限定する
性質のものではなく、前・後記の趣旨に徴して設計変更することはいずれも本発明の技術
的範囲に含まれるものである。
【実施例１】
【００３３】
　Ｔａ粉末：Ｓｎ粉末＝６：５（モル比）で混合した混合粉末中に、２質量％のＣｕ粉末
を添加したものを、９５０℃で１０時間熱処理して粉砕し、更に同様の熱処理および粉砕
した粉末をコア粉末として調製した。
【００３４】
　下記表１に示す各外径を持ち、内径：３０ｍｍ、長さ：１００ｍｍのＮｂ－７．５質量
％Ｔａ合金からなる各種円筒(管状体)中に、上記で調製したコア粉末を充填し、その外周
部に厚さ：０．２ｍｍのＴａシートを下記表1に示す回数巻いて、夫々内径：５８ｍｍ、
外径：６５ｍｍの銅ビレット中に挿入した。このビレットを静水圧押出し装置で押出し伸
線した後、引抜き加工によって、対辺長：１２ｍｍの六角材に加工した。この六角材の１
９本を、内径：６１ｍｍ、外径：６８ｍｍの銅ビレット（安定化銅）中に配置し、再び静
水圧押出し、減面加工によって線径：１ｍｍまで伸線し、引き続き、７５０℃にて１００
時間熱処理（拡散熱処理）して超電導線材とした。尚、下記表1には、管状体の厚さＴお
よびＴａシート（中間層）の厚さｔ、並びにこれらの比（ｔ／Ｔ）についても示した。
【００３５】
【表１】

【００３６】
　得られた各超電導線材について、温度：４．２Ｋ、外部磁場１７Ｔにおける臨界電流を
線材の横断面で除して得られる臨界電流密度（Ｊｃ）、４．２Ｋにおける座残留抵抗比（
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ＲＲＲ）および０．２％耐力（ＹＳ）の測定を行なった。このとき、中間層を設けない以
外は、上記と同様にして作製した超電導線材（上記表1のＮｏ．８）の上記各特性につい
ても調査した。測定された各特性と前記比（ｔ／Ｔ）の関係を、図４～６に夫々示す。
【００３７】
　これらの結果から、次のように考察できる。まずＮｏ．１のものでは、ｔ／Ｔの値が大
きくなって非超電導部の割合が増大しているので、臨界電流密度（Ｊｃ）が３００Ａ／ｍ
ｍ2程度に減少している（図４）。また、Ｎｏ．７，８においては、臨界電流密度（Ｊｃ
）が５００Ａ／ｍｍ2に近いものもあるが、１００Ａ／ｍｍ2や２００Ａ／ｍｍ2と低いも
のもある等、特性上のばらつきが大きいことが分かる（図４）。
【００３８】
　Ｎｏ．１，８のものでは、臨界電流密度（Ｊｃ）が低いものが相対的に座残留抵抗値Ｒ
ＲＲも低くなっており（図４、５）、安定化銅部のＥＤＸ成分分析結果から、Ｓｎによる
汚染が認められた。また、ｔ／Ｔが０．０１４であるＮｏ．７のものでも、その頻度はＮ
ｏ．１，７のものに比べて少なく改善が認められたが、やはりＳｎによる安定化銅の汚染
が認められた。
【００３９】
　これらに対し、Ｎｏ．２～７のものでは、座残留抵抗比ＲＲＲは、いずれも３００以上
となっており（図５）、Ｓｎによる安定化銅の汚染も認められず、正常に加工されている
ことが確認できた。また、０．２％耐力（ＹＳ）は、いずれも２００ＭＰａを超えており
、線材自体の機械的特性が著しく改善されていることが分かる（図６）。
【００４０】
　これらの結果から明らかなように、管状体の外周部に中間層を設けると共に、中間層の
厚みｔと安定化銅の厚みＴの比（ｔ／Ｔ）の値を適切に制御することによって（特にｔ／
Ｔの値を０．１以上にすることによって）、より確実にＲＲＲやＹＳを改善できることが
分かる。また、臨界電流密度（Ｊｃ）に関しては、ｔ／Ｔの増加と共に減少する傾向があ
るが（図４）、ｔ／Ｔが０．５であっても減少率は３０％程度であり、０．３になると２
０％程度に抑えられていることが分かる。
【実施例２】
【００４１】
　下記表２に示す各外径を持ち、内径：３０ｍｍ、長さ：１００ｍｍのＮｂからなる各種
円筒(管状体)中に、外径：２９．５ｍｍ、内径：２６ｍｍ、長さ：１００ｍｍの銅パイプ
を挿入し、更にその内側に直径：２５．５ｍｍ、長さ：１００ｍｍのＳｎ－０．２質量％
Ｔｉ棒を挿入し、前記管状体の外周部に厚さ：０．２ｍｍのＴａシートを下記表２に示す
回数巻いて、内面に厚さ５μｍのＲｈを電気めっき法により被覆した内径：５８ｍｍ、外
径：６５ｍｍの銅ビレット中に挿入した。このビレットを静水圧押出し装置で押出し伸線
した後、引抜き加工によって、対辺長：１２ｍｍの六角材に加工した。この六角材の１９
本を、内径：６１ｍｍ、外径：６８ｍｍの銅ビレット（安定化銅）中に配置し、再び押出
し、伸線により線径：１ｍｍまで加工した。この線材に、３００℃×４８時間と７００℃
×１００時間の熱処理を施して超電導線材とした。尚、下記表２には、管状体の厚さＴお
よびＴａシート（中間層）の厚さｔ、並びにこれらの比（ｔ／Ｔ）についても示した。
【００４２】
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【表２】

【００４３】
　得られた各超電導線材について、実施例１と同様にして臨界電流密度（Ｊｃ）、座残留
抵抗比（ＲＲＲ）および０．２％耐力（ＹＳ）の測定を行なった。このとき、中間層を設
けない以外は、上記と同様にして作製した超電導線材（上記表２のＮｏ．１６）の上記各
特性についても調査した。測定された各特性と前記比（ｔ／Ｔ）の関係を、図７～９に夫
々示す。
【００４４】
　これらの結果から明らかなように、本発明をチューブ法に適用した場合においても、実
施例１の場合と同様の効果が発揮されていることが分かる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】従来のチューブ法および粉末法の構成を示す概略説明である。
【図２】本発明を実施するための一構成例を示す概略説明図である。
【図３】本発明を実施するための他の構成例を示す概略説明図である。
【図４】実施例１で得られた超電導線材におけるｔ／Ｔと臨界電流密度（Ｊｃ）との関係
を示すグラフである。
【図５】実施例１で得られた超電導線材におけるｔ／Ｔと座残留抵抗比（ＲＲＲ）との関
係を示すグラフである。
【図６】実施例１で得られた超電導線材におけるｔ／Ｔと臨界電流密度０．２％耐力（Ｙ
Ｓ）との関係を示すグラフである。
【図７】実施例２で得られた超電導線材におけるｔ／Ｔと臨界電流密度（Ｊｃ）との関係
を示すグラフである。
【図８】実施例２で得られた超電導線材におけるｔ／Ｔと座残留抵抗比（ＲＲＲ）との関
係を示すグラフである。
【図９】実施例２で得られた超電導線材におけるｔ／Ｔと臨界電流密度０．２％耐力（Ｙ
Ｓ）との関係を示すグラフである。
【符号の説明】
【００４６】
１　管状体
２　芯材
３　安定化銅
４　中間層
５　バッファー層
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